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（改め文方式と新旧対照表方式のメリット・デメリット） 

内閣法制局は、改め文について、「改正点が明確であり、かつ、簡素に表現できると

いうメリットがある」とする一方で、新旧対照表による改正方式については、「改め文

よりも相当に大部となるということが避けられず、その全体について正確性を期すた

めの事務にこれまで以上に多大の時間と労力を要する。また、条項の移動など、新旧

対照表ではその改正の内容が十分に表現できない」旨を説明している6。 

このため、新旧対照表方式を採用している府省令等の改正においても、例えば、条

項が大きく移動し、旧部分と新部分に大きく空白が生じる場合や、条項の順序の見直

しにより、旧部分と新部分の対応が複雑となる場合、複雑な図表で官報掲載時等に文

字が潰れてしまう場合など、新旧対照表方式によると、かえって改正内容全体の理解

を妨げるような場合には、各府省の判断により、改め文方式が選択されている。 

 

改め文方式と新旧対照表方式の比較（主なもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）筆者作成
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（おわりに） 

法律は、国民の権利義務を定め、また、厳格な構成要件が求められる刑罰法規もあ

り、国民生活や経済活動に密接に関わるため、法律の制定・改正に際しては、正確性・

明確性とともに、国民の分かりやすさを確保することが重要となる。 

河野行政改革担当大臣は、国民が見て分かるように法律を書き下すことが必要とし、

「法律の書き方、改正の仕方、あるいは改正案の書き方、こういうものはもう少しし

っかり検討しなければならない」旨を答弁している8。また、内閣法制局は、「新たな

改正方式につきましては、国会で合意いただくことが大前提」としている9。 

法律の正確性・明確性を担保しつつ、国民の分かりやすさ、さらには事務の効率化

などの観点から、法令の改正方式を始めとした立法ルールをどのように改善・確立し

ていくのか、今後の議論が注目される。 

 

（企画調整室 大澤敦 内線75020） 

 
6 第155回国会衆議院総務委員会議録第９号２頁（平14.12.3） 
7 参考：注４の論文、仁田山義明「自治立法と立法技術」川崎政司編『総論・立法法務』（ぎょうせい、平25）252頁 
8 第203回国会衆議院内閣委員会議録第４号８頁（令2.11.18） 
9 第174回国会衆議院予算委員会第一分科会議録第３号４頁（平22.3.1） 

メリット デメリット

改め文方式
・法改正の手法として定着している
・改正箇所を明確・簡潔に表現できる

・全体像が分かりにくい
・技術の習得に時間がかかる
・新旧対照表の参考作成が必要となる

新旧対照表
方式

・改正後の条文が分かりやすい
・比較的平易にできる

・文書量が多くなる
・改正内容を十分に表現できない場合がある
・図表の字などが細かくなる

 
 

 

主要経済指標 時系列チャート集 
2021年１－３月期ＧＤＰ２次速報(2021.６.８公表)反映 

 
１、ＧＤＰ成長率（前期比年率） 

２、実質ＧＤＰ成長率寄与度分解（前期比年率） 

３、売上高経常利益率（法人企業統計季報ベース） 

４、鉱工業生産指数（生産、出荷、在庫、前年比） 

５、消費性向（ＧＤＰベース、家計調査ベース） 

６、雇用者報酬（１人当たり雇用者報酬、現金給与総額、前年比） 

７、完全失業率と有効求人倍率 

８、常用雇用者指数（一般労働者、パート労働者、前年比） 

９、物価（ＧＤＰデフレーター、消費者物価指数、国内企業物価指数、

前年比） 

10、原油価格（ＷＴＩ先物、通関原油価格） 

11、マネタリーベースとマネーストック（前年比） 

12、マネタリーベースとマネーストック（対ＧＤＰ比） 

13、金利（基準貸付利率、コールレート、10年新発債） 

14、株価（日経平均、ＮＹダウ工業） 

15、経常収支・外貨準備（対ＧＤＰ比） 

16、名目為替レート（円ドル、円ユーロ、円マルク） 

 
（凡 例） 
１． 本チャート集は、主要な実体経済・金融指標の中長期及び足許の推移を概

観することを目的として、各指標をグラフ化したものである。 
２． グラフは、暦年四半期ベースで作成している。このため、１Ｑは１～３月

期、２Ｑは４～６月期、３Ｑは７～９月期、４Ｑは10～12月期を表す。また、

年号は西暦で２桁表示した（ただし、2000年は「2000」と表示）。 
３． グラフ化に際して、見やすさを重視した。このため、季節調整や３期移動

平均などの計算を行っている箇所がある。具体的には各グラフに注記した。 
なお、季節調整は、X-12-ARIMAを用いた。また、３期移動平均は、当期を

中心とする平均値である（ただし、直近末端値は、移動平均を求めることが

できないため、当期と前期の２期平均とした）。 
４． グラフ中のシャドー部分は、内閣府『景気基準日付』に基づく景気後退期

を示している（暫定を含む）。 

５． 各グラフの更新は、基本的に内閣府の「四半期別ＧＤＰ速報」の公表（年

間８回）直後に発行される本誌において行う。 
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１、ＧＤＰ成長率（前期比年率） 
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(前期比年率､%)

(暦年/四半期)

名目成長率

実質成長率

※94/2Qまでは2005年連鎖基準。94/3Qからは2015年連鎖基準。

３期移動平均前期比年率。数値は公表季調値。

(出所)内閣府『国民経済計算』

２、実質ＧＤＰ成長率寄与度分解（前期比年率） 
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純輸出

公的需要

民間在庫

民間設備投資

民間住宅

民間最終消費

実質成長率

※94/2Qまでは2005年連鎖基準。94/3Qからは2015年連鎖基準。

３期移動平均前期比年率。数値は公表季調値。

(出所)内閣府『国民経済計算』
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３、売上高経常利益率（法人企業統計季報ベース） 
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(出所)財務省『法人企業統計季報』

※売上高経常利益率＝経常利益/売上高。

数値は公表季調値。
09/1Q：▲2.4%(最低)

18/2Q：9.3%(最高)

４、鉱工業生産指数（生産、出荷、在庫、前年比） 
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(出所)経済産業省『鉱工業生産指数』

(前年比、%)

（暦年/四半期）

09/1Q：

生産指数：▲33.2%(最低)

出荷指数：▲33.1%(最低)
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３、売上高経常利益率（法人企業統計季報ベース） 
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(出所)財務省『法人企業統計季報』

※売上高経常利益率＝経常利益/売上高。

数値は公表季調値。
09/1Q：▲2.4%(最低)

18/2Q：9.3%(最高)

４、鉱工業生産指数（生産、出荷、在庫、前年比） 
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(出所)経済産業省『鉱工業生産指数』

(前年比、%)

（暦年/四半期）

09/1Q：

生産指数：▲33.2%(最低)

出荷指数：▲33.1%(最低)

 
 

５、消費性向（ＧＤＰベース、家計調査ベース） 
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GDPベース（2000年基準）

GDPベース（2015年基準）

(%)

（暦年/四半期） (出所)内閣府『国民経済計算』、総務省『家計調査』

※家計調査ベースは、99/4Qまで除く農業世帯ベース、2000/1Qからは含む農業世帯ベース。
※数値は季調値。 20/2Q：55.2%(最低)

 
 

６、雇用者報酬（１人当たり雇用者報酬、現金給与総額、前年比） 
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(暦年/四半期)

１人当たり雇用者報酬

事業所規模30人以上現金給与総額

事業所規模５人以上現金給与総額

(出所)内閣府『国民経済計算』、総務省『労働力調査』、厚生労働省『毎月勤労統計調査』

※１人当たり雇用者報酬=雇用者報酬/雇用者総数

※雇用者報酬は94/4Qまでは2005年基準。

95/1Qからは2015年基準。
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７、完全失業率と有効求人倍率 
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(倍)(%)
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完全失業率(左軸)

有効求人倍率(右軸)

(出所)総務省『労働力調査』、厚生労働省『毎月勤労統計調査』

※数値は公表季調値。

  
８、常用雇用者指数（一般労働者、パート労働者、前年比） 

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

198182 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99200001 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

(前年比､%)

(暦年/四半期)

事業所規模30人以上(全労働者)

事業所規模５人以上(全労働者)

事業所規模５人以上(一般労働者)

事業所規模５人以上(パート労働者)

※数値は全産業総数。

(出所)厚生労働省『毎月勤労統計調査』

22経済のプリズム No201 2021.7



 
 

７、完全失業率と有効求人倍率 
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有効求人倍率(右軸)

(出所)総務省『労働力調査』、厚生労働省『毎月勤労統計調査』

※数値は公表季調値。

  
８、常用雇用者指数（一般労働者、パート労働者、前年比） 
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事業所規模５人以上(パート労働者)

※数値は全産業総数。

(出所)厚生労働省『毎月勤労統計調査』

 
 

９、物価（ＧＤＰデフレーター、消費者物価指数、国内企業物価指数、前年比） 
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消費者物価指数

国内企業物価指数

※GDPデフレーターは94/4Qまでは2005年連鎖基準。

95/1Qからは2015年連鎖基準。

※消費者物価指数は2015年基準。生鮮食品を除く総合。

企業物価指数は2015年基準。

(出所)内閣府『国民経済計算』、総務省『消費者物価指数』、日本銀行『国内企業物価指数』

09/3Q：▲8.2%(最低)

 10、原油価格（ＷＴＩ先物、通関原油価格） 
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原油通関輸入価格( 円/リットル:公表値)(右軸)

レギュラーガソリン店頭価格(円/リットル)(右軸)

※原油通関輸入価格(ドル/バレル換算)は換算値。

※レギュラーガソリン価格は、04年2Qから消費税込み価格。

(出所) ニューヨーク商品取引所、財務省『貿易統計』、日本銀行『金融経済統計月報』、資源エネルギー庁『石油製品価格調査』
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 11、マネタリーベースとマネーストック（前年比） 
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Ｍ2

広義流動性

※数値は月中平残四半期平均。

M2は04年2Qから。それ以前はM2+CD。

広義流動性は04年2Qで定義変更により、断層が存在。

(出所)日本銀行『金融経済統計月報』

14/1Q：54.1%(最高)

 12、マネタリーベースとマネーストック（対ＧＤＰ比） 
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(出所)日本銀行『金融経済統計月報』

※ＧＤＰは93/4Qまでは2005年基準。94/1Qからは2015年基準。

数値は公表季調値の月中平残四半期平均。

17 18 19  20  21
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 11、マネタリーベースとマネーストック（前年比） 
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日銀券
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Ｍ2

広義流動性

※数値は月中平残四半期平均。

M2は04年2Qから。それ以前はM2+CD。

広義流動性は04年2Qで定義変更により、断層が存在。

(出所)日本銀行『金融経済統計月報』

14/1Q：54.1%(最高)

 12、マネタリーベースとマネーストック（対ＧＤＰ比） 
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Ｍ２(左軸)

マネタリーベース(右軸)

(出所)日本銀行『金融経済統計月報』

※ＧＤＰは93/4Qまでは2005年基準。94/1Qからは2015年基準。

数値は公表季調値の月中平残四半期平均。
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 13、金利（基準貸付利率、コールレート、10年新発債） 
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(%)
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基準貸付利率 (公定歩合)

無担保コール翌日物

10年国債新発債応募者利回り

(出所)日本銀行『金融経済統計月報』、日本証券業協会

※無担保コール翌日物は85/2Qまで有担保物。

数値は月中平残四半期平均。

 14、株価（日経平均、ＮＹダウ工業） 
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NYダウ工業株30種

(出所)日経NEEDS『FinancialQUEST』
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           15、経常収支・外貨準備（対ＧＤＰ比） 
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(対ＧＤＰ比､%)
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経常収支

経常収支－直接投資

外貨準備

※名目GDPは93/4Qまで2005年基準。

94/1Q以降は2015年基準。公表季調値。

経常収支は95/4Qまで季調値を算出。

96/1Q以降は公表季調値。

(出所)内閣府『国民経済計算』、日本銀行『国際収支統計月報』

04/1Q：12.0%(最高)

 16、名目為替レート（円ドル、円ユーロ、円マルク） 
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円高

円安

※数値は月中平均四半期平均。

東京外国為替市場・直物。銀行間レート。

マルクは98/4Qまで。

ユーロは99/1Qから。

(出所)日本銀行『金融経済統計月報』、『金融・経済データ2002』  
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